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新潟市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市が行う介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合

事業」という。）の実施に関し、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「政令」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施

行規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、法、政令、

施行規則、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平

成２７年厚生労働省告示第１９６号）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老

発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）の

例による。 
（総合事業の目的） 

第３条 総合事業は、次に掲げることを目的に行う。 
（１） 高齢者が要介護状態等になることを可能な限り予防するとともに、要支援状態と

なっても、その状態の軽減又は悪化の防止を図り、地域において自立した日常生活を営

むことができるよう支援を行うこと。 
 （２） 高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らしていくことができる、多様な支援が

受けられる地域づくりを行うこと。 
（総合事業の内容） 

第４条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行う。 
（１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 
ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 
（ア） 

ａ 介護予防訪問介護相当サービス 法第１１５条の４５第１項第１号イに規定す

る第１号訪問事業のうち、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号。）第５条による改正

前の法（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護に相

当するもの 
ｂ 共生型介護予防訪問サービス  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指定障害福祉サービス等基

準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者又は重度訪問介護（障害
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者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。）第５条第３項に規定する重度訪問介護をいう。）に係る指定障害福祉サービス

（同法第２９条第２項に規定する指定障害福祉サービスをいう。）の事業を行う者が

提供する介護予防訪問介護相当サービス 
（イ） 訪問型基準緩和サービス 旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介

護の基準を緩和し、一定の研修を修了した者等が居宅を訪問して行うサービスであ

って、施行規則第５条で定める日常生活上の世話（入浴、排せつ、食事等の介護を除

く。）を行うもの 
（ウ） 住民主体の訪問型生活支援 地域住民等のボランティアによる、ゴミ出しや

買い物等、日常の生活支援 
（エ） 訪問型短期集中予防サービス 保健師等の専門職が、３か月程度居宅で生活機

能の維持又は向上を目的として相談指導を行うもの 
イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

（ア）  
ａ 介護予防通所介護相当サービス 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定

する第１号通所事業のうち、旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護

に相当するもの 
ｂ 共生型介護予防通所サービス 指定障害福祉サービス等基準第７８条第１項

に規定する指定生活介護事業者、指定障害福祉サービス等基準第１５６条第１項

に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者、指定障害福祉サービス等基準第１６

６条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者、児童福祉法に基づく指定

通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第

１５号。以下「指定通所支援基準」という。）第５条第１項に規定する指定児童発

達支援事業者又は指定通所支援基準第６６条第１項に規定する指定放課後等デイ

サービス事業者が、提供する介護予防通所介護相当サービス 
（イ） 通所型基準緩和サービス 旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所

介護の基準を緩和した職員配置の下、運動やレクリエーション等を実施するもの 
（ウ） 通所型短期集中予防サービス 生活機能を改善するため、３か月程度運動器

の機能向上や栄養改善のプログラムを実施するもの 
ウ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（２） 一般介護予防事業 
ア 介護予防把握事業 
イ 介護予防普及啓発事業 
ウ 地域介護予防活動支援事業 
エ 一般介護予防事業評価事業 
オ 地域リハビリテーション活動支援事業 
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（総合事業の実施方法） 

第５条 次に掲げる事業は、法第１１５条の４５の３第１項の規定に基づき市長が指定す

る者（以下「指定事業者」という。）により実施するものとする。 
（１） 介護予防訪問介護相当サービス 
（２） 共生型介護予防訪問サービス 
（３） 訪問型基準緩和サービス 
（４） 介護予防通所介護相当サービス 
（５） 共生型介護予防通所サービス 
（６） 通所型基準緩和サービス 

２ 次に掲げる事業は、法第１１５条の４７第４項の規定に基づき、適切に事業を実施でき

ると認められる者に委託して実施することができる。 
（１） 通所型短期集中予防サービス 
（２） 介護予防ケアマネジメント 
（３） 介護予防把握事業 
（４） 介護予防普及啓発事業 
（５） 地域介護予防活動支援事業 
（６） 一般介護予防事業評価事業 

３ 次に掲げる事業は、補助により実施するものとする。 
 （１） 住民主体の訪問型生活支援 

   （２） 地域介護予防活動支援事業（市が直接実施するもの及び委託により実施するもの

を除く。） 
（第１号事業の対象者） 

第６条 第４条１号に掲げる事業の利用の対象者は、次の各号のいずれかに該当する被保

険者とする。 
（１） 居宅要支援被保険者 
（２） 施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基

準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）に定める基本チェックリスト（以下「基本

チェックリスト」という。第１号様式）の質問項目に対する回答の結果が別添１に掲げ

るいずれかの基準に該当する第１号被保険者（以下「事業対象者」という。） 
（３） 居宅要介護被保険者であって、要介護認定による介護給付に係る居宅サービス、

地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービスを受ける日以

前に前２号のいずれかに該当し、第１号事業（市の補助により実施するものに限る。以

下この号において同じ。）のサービスを受けていた者のうち、要介護認定によるサービ

スを受けた日以後も継続的に第１号事業のサービスを受ける者（市が必要と認める者

に限る。） 
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（事業対象者の判定） 

第７条 基本チェックリストの質問項目に対する回答の結果が別添１に掲げるいずれかの

基準に該当するかの判定（以下「事業対象者判定」という。）は、市又は第４条第１号ウ

に掲げる事業を行う地域包括支援センターが実施する。 
（第１号介護予防支援に係る届出） 

第８条 第４条第１号ウに掲げる事業を利用しようとする第６条各号のいずれかに該当す

る被保険者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）は、当該事業を行う地域包括支

援センターの名称及び所在地を記載した届出書に被保険者証を添付して市長に届け出な

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定により届出があった当該事業を行う地域包括支援センターの名称

を前項の被保険者証に記載して返付するものとする。 

３ 事業対象者が第１項の届出を行った場合は、市長は前項の事項の他に、次に掲げる事

項を当該被保険者証に記載して返付するものとする。 

（１） 事業対象者である旨 

（２） 基本チェックリスト実施日（事業対象者判定を実施した日をいう。ただし、基

本チェックリスト実施日が、要介護認定有効期間又は要支援認定有効期間（以下「認

定有効期間」という。) 内にある場合は、認定有効期間の満了日の翌日。以下同

じ。） 

（３） 第４条第１号に掲げる事業を利用できる期間（以下「事業対象者の判定の有効

期間」という。) 

（事業対象者に係る第１号事業の利用） 

第９条 事業対象者は、基本チェックリスト実施日から第４条第１号に掲げる事業を利用

することができる。 

（事業対象者の判定の有効期間） 

第１０条 事業対象者の判定の有効期間は、基本チェックリスト実施日から２４月間とす

る。ただし、基本チェックリスト実施日が月の初日でない場合にあっては、当該実施日

の属する月の翌月の初日から起算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１２条第１号又は第２号に該当したときは、該当した日

の前日、第１２条第３号に該当したときは、事業対象者判定の有効期間の最終日をもっ

て有効期間を満了したものとする。 

（事業対象者の判定の有効期間の更新） 

第１１条 事業対象者は、事業対象者の判定の有効期間が終了する日の６０日前から当該

事業対象者の判定の有効期間が終了する日までの間に、再度、事業対象者判定を受ける

ことにより、当該事業対象者の判定の有効期間を更新することができる。 

２ 前項に規定する更新を行った場合の基本チェックリスト実施日は、当該事業対象者の
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判定の有効期間の満了日の翌日とし、更新後の事業対象者の判定の有効期間は、当該基

本チェックリスト実施日から２４月間とする。 

（事業対象者でなくなった場合の処理） 

第１２条 市長は、事業対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、当該事業対象

者の被保険者証から第８条第２項及び第３項に掲げる事項を削除し、これを返付するも

のとする。 

（１） 要介護認定又は要支援認定を受けたとき。 

（２） 第１号事業を利用する必要がなくなった旨の申出があったとき。 

（３） 第１１条に規定する事業対象者の判定の有効期間の更新時の事業対象者判定によ

り、基本チェックリストの質問項目に対する回答の結果が別添１に掲げるいずれかの基

準に該当せず、当該事業対象者の判定の有効期間が終了したとき。 

（第１号事業支給費の額）  
第１３条 施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号イ及び同条第３号イの規定により

新潟市が定める第１号事業支給費の額（以下「第１号事業支給費の額」という。）は、別

表１に定める単位に１単位当たりの単価（厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成２７

年厚生労働省告示第９３号。）の規定により、１０円に新潟市の地域区分における訪問介

護又は通所介護の割合を乗じて得た額）を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額）に１００分の９０を乗じて得た額（その額に１円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額）とする。なお、第１号事業支給費の額の算定に当

たっては、別表１に定める他は、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号

に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年３月１５日厚生労働省告示第７２号）及

び介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定

める基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発０３１９

第３号厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長通知）による。 
２ 法第５９条の２第１項本文に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者

等に支給する第１号事業支給費の額について、前項の規定を適用する場合においては、同

項の規定中「１００分の９０」とあるのは「１００分の８０」とし、第２項本文に規定す

る政令で定めるところにより算定した所得の額が前項の政令で定める額を超える政令で

定める額以上である居宅要支援被保険者等に支給する第１号事業支給費の額について、

前項の規定を適用する場合においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは「１

００分の７０」とする。 
（第１号事業支給費の支給） 

第１４条 市長は、法第１１５条の４５の３第１項から第７項までの規定により、前条に規

定する第１号事業支給費（以下「第１号事業支給費」という。）を指定事業者に支払うこ

とができる。 
（第１号事業支給費に係る支給限度額） 
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第１５条 居宅要支援被保険者が第１号事業を利用する場合の第１号事業支給費に係る支

給限度額は、要支援状態区分に応じ、法第５５条第２項の規定に基づき厚生労働大臣が定

めるところにより算定した額の１００分の９０に相当する額とする。ただし、居宅要支援

被保険者が法第５２条に規定する予防給付を利用している場合は、第１号事業及び予防

給付の支給限度額を一体的に算定するものとする。 
２ 事業対象者が第１号事業を利用する場合の第１号事業支給費に係る支給限度額は、要

支援認定により要支援１と認定された者に係る介護予防サービス費等区分支給限度基準

額の１００分の９０に相当する額とする。 
３ 前項の規定にかかわらず、利用者の状態（退院直後で集中的にサービスを利用すること

が自立支援につながると考えられる場合等）により、市長が認めた場合は、事業対象者が

第１号事業を利用する場合の第１号事業支給費に係る支給限度額は、要支援認定により

要支援２と認定された者に係る介護予防サービス費等区分支給限度基準額の１００分の

９０に相当する額とすることができる。 
４ 法第５９条の２第１項本文に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者

等が第１号事業を利用する場合の第１号事業支給費に係る支給限度額について、前３項

の規定中「１００分の９０」とあるのは「１００分の８０」とし、第２項本文に規定する

政令で定めるところにより算定した所得の額が前項の政令で定める額を超える政令で定

める額以上である居宅要支援被保険者等が第１号事業を利用する場合の第１号事業支給

費に係る支給限度額について、前３項の規定中「１００分の９０」とあるのは「１００分

の７０」とする。 
５ 第１号事業支給費に係る支給限度額の算入対象となる事業は、第４条第１号ア（ア）及

び（イ）並びにイ（ア）及び（イ）に掲げる事業とする。 
（高額介護予防サービス費相当の支給） 

第１６条 市長は、居宅要支援被保険者等の第１号事業の利用に係る利用者負担額が著し

く高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、法第６１条に規定する高額介護

予防サービス費に相当する費用を支給することができる。 
２ 前項の規定による費用の支給に当たっては、法第６１条の規定を準用する。 
３ 第１項の規定による費用の支給の申請は、高額介護予防サービス費相当事業支給申請

書（第２号様式）又は高額（介護・介護予防）サービス費（年間上限）支給申請書兼自己

負担額証明書交付申請書（総合事業）（第３号様式）によるものとする。 
４ 前項の申請に対する支給又は不支給の決定は、高額介護予防サービス費相当事業支給

（不支給）決定通知書（第４号様式）、高額介護予防サービス費相当事業（年間上限）支

給（不支給）決定通知書（第５号様式）によるものとする。 
５ 第１項の規定による費用の支給に係る基準収入額の適用申請は、高額（介護・介護予防）

サービス費（年間上限）基準収入額適用申請書（第６号様式）によるものとする。 
６ 前項の申請に対する決定の通知は、新潟市介護保険高額介護予防サービス費相当事業
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（年間上限）自己負担額証明書（第７号様式）により行うものとする。 
（高額医療合算介護予防サービス費相当の支給） 

第１７条 市長は、居宅要支援被保険者等の第１号事業の利用に係る利用者負担額その他

の医療保険各法に係る利用者負担額等の合計額が著しく高額であるときは、当該居宅要

支援被保険者等に対し、法第６１条の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費に

相当する費用を支給することができる。 
２ 前項の規定による費用の支給に当たっては、法第６１条の２の規定を準用する。 
３ 高額医療合算介護予防サービス費相当事業の支給額は、法第５１条の２に規定する高

額医療合算介護サービス費、法第６１条の２に規定する高額医療合算介護予防サービス

費及び医療保険者が支給する高額介護合算療養費（以下「高額医療合算介護サービス費等」

という。）の世帯合算額を、本要綱第４条に規定する介護予防訪問介護相当サービス、共

生型介護予防訪問サービス、訪問型基準緩和サービス、介護予防通所介護相当サービス、

共生型介護予防通所サービス及び通所型基準緩和サービスの利用を法第８条の２第１項

に規定する介護予防サービスの利用とみなして得られる高額医療合算介護サービス費等

の世帯合算額から減じて得た額とする。 
４ 高額医療合算介護予防サービス費相当事業の支給を受けようとするときは、新潟市介

護保険施行細則（平成１２年３月３１日規則第４４号。）第２７条に準じて、市長に申請

しなければならない。ただし、高額医療合算介護サービス費等に係る支給申請があった場

合で、かつ、高額医療合算介護予防サービス費相当事業の支給がある場合には、併せて当

該事業費に係る支給申請があったものとみなすことができる。 
５ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、自己負担額の証明

については新潟市介護保険（総合事業）自己負担額証明書（第８号様式）により、支給の

可否については高額医療合算介護予防サービス費相当事業支給（不支給）決定通知書（第

９号様式）により当該申請をした者に通知する。ただし、当該申請をした者が新潟県後期

高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療又は新潟市国民健康保険の被保険者である場

合は、当該証明書の交付を省略することができる。 
（第１号事業支給費の額の特例）  

第１８条 市長が、災害その他特別な事情があることにより第１号事業に必要な費用を負

担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者等が申請した場合は、第１号事業

支給費の額の特例を決定することができる。 
２ 法第６０条の規定により介護予防サービス費等の額の特例を受けている居宅要支援被

保険者は、第１号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 
 （指定事業者による第１号事業の実施） 
第１９条 指定事業者は、市長が別に定める基準に従い事業を行わなければならない。 
 （指定事業者の指定の申請） 
第２０条 指定事業者の指定を受けようとする者は、法第１１５条の４５の５の規定に基
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づき、市長に申請しなければならない。 
２ 指定事業者の指定を受けようとする者は、国の定める様式及び別表２中第１号による

書類を市長に提出するものとする。 
３ 市長は、第１項の指定の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当する

場合は、指定してはならない。 

（１） 申請者が、前条に規定する基準に従って適正な第１号事業の運営をすることが

できないと認められるとき。 

（２） 法第１１５条の２第２項第４号から第５号の３までの規定に該当する者 

（３） 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消され、その取消

しの日から起算して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第１５

条の規定による通知があった日前６０日以内に役員等であった者で当該取消しの日か

ら起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。 

（４） 申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定

を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。 

（５） 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消しの処分に係る行

政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしな

いことを決定する日までの間に第２３条第２項の規定による事業の廃止の届出をした

者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起

算して５年を経過しないものであるとき。 

（６） 申請者が、法第１１５条の４５の７第１項の規定による検査が行われた日から

聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき法第１１５条の４５の９の規定による指定

の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として市長

が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合にお

ける当該特定の日をいう。）までの間に第２３条第２項の規定による事業の廃止の届

出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の

日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

（７） 第５号に規定する期間内に第２３条第２項の規定による事業の廃止の届出があ

った場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人

（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等で、当該届出の

日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

（８） 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者であるとき。 

（９） 申請者が、法人で、その役員等のうちに第２号、第３号又は第５号から前号まで

のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 
 （指定事業者の指定の更新） 
第２１条 指定事業者の指定の更新を受けようとする者は、法第１１５条の４５の６の規
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定に基づき、市長に申請しなければならない。 
２ 指定事業者の指定の更新を受けようとする者は、国の定める様式及び別表２中第２号

による書類を市長に提出するものとする。 
 （指定の有効期間） 
第２２条 施行規則第１４０条の６３の７の規定に基づき定める指定事業者の指定の有効

期間は６年とし、指定事業者の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によって、その効力を失う。 
（指定の変更の届出等） 

第２３条 指定事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他事項に変更があ

ったとき、１０日以内に、その旨を国の定める様式及び新潟市介護サービス事業者の指

定等手続きに関する要綱（平成３１年４月１日制定。以下「手続要綱」という。）別表

中第４号による書類を市長に届け出なければならない。 
２ 指定事業者は、当該指定第１号事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃

止又は休止の日の１月前までに、又は休止した当該指定第１号事業を再開したときは、

１０日以内に、その旨を国の定める様式及び手続要綱別表中第３号による書類を市長に

届け出なければならない。 
（事業者情報の提供） 

第２４条 市長は、第２０条第１項の申請に係る指定を行ったとき、第２１条の申請に係

る指定の更新を行ったとき又は、第２３条の規定による届出を受けたときは、指定事業

者に関する情報のうち、次の各号に掲げる事項を都道府県、国民健康保険団体連合会

（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保

険団体連合会をいう。）その他の機関に対して提供することができる。 
（１）事業所の名称及び所在地並びにその管理者に関する情報 
（２）申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者に関する情報 
（３）指定、更新、変更、廃止、休止又は再開の年月日 
（４）事業開始年月日 
（５）サービスの種類 
（６）介護保険事業所番号 
（７）その他市長が必要と認める事項 
（公示） 

第２５条 市長は、第２０条第１項の指定をしたとき、第２３条第２項の事業の廃止の届

出があったとき、又は法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消し又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止した場合には、次に掲げる事項を公示するものとする。 
（１）指定事業者の名称又は氏名 
（２）事業所の名称及び所在地 
（３）指定をし、廃止の届出を受理し、又は指定の取り消しをした場合にあっては、そ
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の年月日 
（４）指定の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間 
（５）サービスの種類 
（指導及び監査）  

第２６条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を実施する者に対して、

指導及び監査を行うものとする。 
（不正利得の徴収等） 

第２７条 市長は、偽りその他不正な行為により、利用者が第１号事業支給費の支給を受け

たとき又は指定事業者が第１号事業支給費の支払いを受けたときは、当該支給費の額又

は支払い額の全部又は一部の返還を求めることができる。 
（申請及び届出の手続における電子情報処理組織の使用） 

第２８条 次に掲げる申請及び届出は、施行規則第１６５条の７の規定により提出しなけ

ればならない。 
（１）第２０条、第２１条の規定による申請 
（２）第２３条の規定による届出 
（委任）  

第２９条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、この要綱の施行について必要

な準備行為は、要綱の施行日前においても行うことができる。 
（経過措置） 

２ この要綱の施行の日において居宅要支援被保険者である者は、当該要支援認定有効期

間満了日の翌日から第１号事業の利用対象者とする。 
   附 則 
この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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附 則 
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 
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別表１（第１３条関係） 

事業構成 対象者 単位数 
介 護 予 防

訪 問 介 護

相 当 サ ー

ビス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週 1 回程度） 
要支援１・２ 
事業対象者 
 

1,176 単位（１月につき） 

イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回程度） 
2,349 単位（１月につき） 

イ（３）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回を超える程度） 
3,727 単位（１月につき） 

ロ（１）標準的な内容の指定介護予

防訪問介護相当サービスである場合 
287 単位（１回につき） 

ロ（２－１）生活援助が中心である

場合（所要時間 20 分以上 45 分未満） 
179 単位（１回につき） 

ロ（２－２）生活援助が中心である

場合（所要時間 45 分以上） 
220 単位（１回につき） 

ハ 初回加算 200 単位（１月につき） 
ニ 生活機能向上連携加算 １月につき 

 
 

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100 単位（１月につき） 

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200 単位（１月につき） 
ホ 口腔連携強化加算 50 単位（１月につき） 
ヘ 介護職員等処遇改善加算 １月につき 
 （１）介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 
所定単位数の 245/1000 加算 

（２）介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 
所定単位数の 224/1000 加算 

（３）介護職員等処遇改善加算

（Ⅲ） 
所定単位数の 182/1000 加算 

（４）介護職員等処遇改善加算

（Ⅳ） 
所定単位数の 145/1000 加算 

（５）（一）介護職員処遇改善加

算（Ⅴ）（1） 
所定単位数の 221/1000 加算 

（６）（二）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（2） 
所定単位数の 208/1000 加算 

（７）（三）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（3） 
所定単位数の 200/1000 加算 
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（８）（四）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（4） 
所定単位数の 187/1000 加算 

（９）（五）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（5） 
所定単位数の 184/1000 加算 

（10）（六）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（6） 
所定単位数の 163/1000 加算 

（11）（七）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（7） 
所定単位数の 163/1000 加算 

（12）（八）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（8） 
所定単位数の 158/1000 加算 

（13）（九）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（9） 
所定単位数の 142/1000 加算 

（14）（十）介護職員等処遇改善

加算（Ⅴ）（10） 
所定単位数の 139/1000 加算 

（15）（十一）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（11） 
所定単位数の 121/1000 加算 

（16）（十二）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（12） 
所定単位数の 118/1000 加算 

（17）（十三）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（13） 
所定単位数の 100/1000 加算 

（18）（十四）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（14） 
所定単位数の 76/1000 加算 

注 1 イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回、

（３）の場合は 1 月 12 回とする。標準的な回数未満の場合はロで算定を行う。 
注２ イ、ロにおいて新潟市介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める要綱（以下「基準要綱」という。）第３７条の２の基準を満た

さない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の 100 分の１

に相当する単位数を所定単位数から減算する。 
注３ イ、ロにおいて基準要綱第２９条の２の基準を満たさない場合は、業務継続計画

未策定減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から

減算する。なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適

用しない。 
注４ 指定介護予防訪問介護相当サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若し

くは隣接する敷地内の建物若しくは指定介護予防訪問介護相当サービス事業所と

同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用

者（指定介護予防訪問介護相当サービス事業所における１月当たりの利用者が同
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一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又は指定介

護予防訪問介護相当サービス事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に

20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、

指定介護予防訪問介護相当サービスを行った場合は、１回につき所定単位数の

100 分の 90 に相当する単位数を算定し、指定介護予防訪問介護相当サービス事業

所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に

居住する利用者に対して、指定介護予防訪問介護相当サービスを行った場合は、

１回につき所定単位数の 100 分の 85 に相当する単位数を算定する。ただし、別

に厚生労働大臣が定める基準に該当する指定介護予防訪問介護相当サービス事業

所が、同一敷地内建物等に居住する利用者（指定介護予防訪問介護相当サービス

事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建

物に居住する利用者を除く。）に対して、指定介護予防訪問介護相当サービスを行

った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 88 に相当する単位数を算定する。 
注５ ヘについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改

善等を実施しているものとして、市長に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った訪問介護相当サービス事業所が、利用者に対し、訪問介護相当サービス

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、へ（１）からへ（４）に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。ただし、へ（１）からへ（４）に掲げるいずれかの

加算を算定している場合において、ヘ（１）からヘ（４）に掲げるその他の加算は

算定しない。 
注６ ヘについて、令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に適

合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、市長に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った訪問介護サービス事業所（注５の加算を算

定しているものを除く。）が、利用者に対し、訪問介護相当サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、へ（５）からヘ（１８）に掲げる所定単位数に

加算する。ただし、ヘ（５）からヘ（１８）に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、ヘ（５）からヘ（１８）に掲げるその他の加算は算定しない。 
共 生 型 介

護 予 防 訪

問 サ ー ビ

ス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週 1 回程度） 
要支援１・２ 
事業対象者 

指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
823 単位（１月につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
1,094 単位（１月につき） 
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イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回程度） 
指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
1,644 単位（１月につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
2,185 単位（１月につき） 

イ（３）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回を超える程度） 
指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
2,609 単位（１月につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
3,466 単位（１月につき） 

ロ（１）標準的な内容の指定介護予

防訪問介護相当サービスである場合 
指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
201 単位（１回につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
267 単位（１回につき） 

ロ（２－１）生活援助が中心である

場合（所要時間 20 分以上 45 分未満） 
指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
125 単位（１回につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
166 単位（１回につき） 
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ロ（２－２）生活援助が中心である

場合（所要時間 45 分以上） 
指定居宅介護事業所で障害者居

宅介護従業者基礎研修課程修了

者等により行われる場合 
154 単位（１回につき） 
指定居宅介護事業所で重度訪問

介護従業者養成研修修了者によ

り行われる場合・指定重度訪問

介護事業所が行う場合 
205 単位（１回につき） 

ハ 初回加算 対象者，単位数については、介護予防訪問介護相

当サービスのハからヘのとおり ニ 生活機能向上連携加算 

ホ 口腔連携強化加算 
ヘ 介護職員等処遇改善加算 
注 1 イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回、

（３）の場合は 1 月 12 回とする。標準的な回数未満の場合はロで算定を行う。 
注２ イ、ロにおいて基準要綱第３７条の２の基準を満たさない場合は、高齢者虐待防

止措置未実施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位

数から減算する。 
注３ イ、ロにおいて基準要綱第２９条の２の基準を満たさない場合は、業務継続計画

未策定減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から

減算する。なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適

用しない。 
注４ 共生型介護予防訪問サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣

接する敷地内の建物若しくは共生型介護予防訪問サービス事業所と同一の建物

（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（共生型

介護予防訪問サービス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に

50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又は共生型介護予防訪問サー

ビス事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物

（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、共生型介護予防訪問サ

ービスを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数

を算定し、共生型介護予防訪問サービス事業所における１月当たりの利用者が同

一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に対して、共生型介護

予防訪問サービスを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 85 に相当

する単位数を算定する。ただし、別に厚生労働大臣が定める基準に該当する共生

型介護予防訪問サービス事業所が、同一敷地内建物等に居住する利用者（共生型

介護予防訪問サービス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に
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50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）に対して、共生型介護予防訪

問サービスを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 88 に相当する単

位数を算定する。 
訪 問 型 基

準 緩 和 サ

ービス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週１回程度） 
要支援１・２ 
事業対象者 

978 単位（１月につき） 

イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回程度） 
1,950 単位（１月につき） 

イ（３）１週当たりの標準的な回数

を定める場合（週２回を超える程度） 
3,093 単位（１月につき） 

ロ（１－１）1 回当たりのサービス提

供の所要時間が 20 分以上 45 分未満 
210 単位（１回につき） 

ロ（１－２）1 回当たりのサービス提

供の所要時間が 45 分以上 
258 単位（１回につき） 

注 1 イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回、

（３）の場合は 1 月 12 回とする。標準的な回数未満の場合はロで算定を行う。 
介 護 予 防

通 所 介 護

相 当 サ ー

ビス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援１ 
事業対象者 

1,798 単位（１月につき） 

イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援２ 
事業対象者 

3,621 単位（１月につき） 

ロ（１）１月当たりの回数を定める

場合 
要支援１ 
事業対象者 

436 単位（１回につき） 

ロ（２）１月当たりの回数を定める

場合 
要支援２ 
事業対象者 

447 単位（１回につき） 

ハ 生活機能向上グループ活動加算 要支援１・２ 
事業対象者 

100 単位（１月につき） 
ニ 若年性認知症利用者受入加算 240 単位（１月につき） 
ホ 栄養アセスメント加算 50 単位（１月につき） 
ヘ 栄養改善加算 200 単位（１月につき） 
ト 口腔機能向上加算 １月につき 
 （１）口腔機能向上加算（Ⅰ） 150 単位（１月につき） 

（２）口腔機能向上加算（Ⅱ） 160 単位（１月につき） 
チ 一体的サービス提供加算 480 単位（１月につき） 
リ サービス提供体制強化加算   
 （１）サービス提供体制強化加

算（Ⅰ） 
要支援１ 
事業対象者 

88 単位（１月につき） 

要支援２ 176 単位（１月につき） 
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事業対象者 

（２）サービス提供体制強化加

算（Ⅱ） 
要支援１ 
事業対象者 

72 単位（１月につき） 

要支援２ 
事業対象者 

144 単位（１月につき） 

（３）サービス提供体制強化加

算（Ⅲ） 
要支援１ 
事業対象者 

24 単位（１月につき） 

要支援２ 
事業対象者 

48 単位（１月につき） 

ヌ 生活機能向上連携加算 要支援１・２ 
事業対象者 

１月につき 

 （１）生活機能向上連携加算

（Ⅰ） 
100 単位（１月につき） 

（２）生活機能向上連携加算

（Ⅱ） 
200 単位（１月につき） 

ル 口腔・栄養スクリーニング加算 １回につき 

 （１）口腔・栄養スクリーニン

グ加算（Ⅰ） 
20 単位（１回につき） 

（２）口腔・栄養スクリーニン

グ加算（Ⅱ） 
5 単位（１回につき） 

ヲ 科学的介護推進体制加算 40 単位（１月につき） 
ワ 介護職員等処遇改善加算 １月につき 
 （１）介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 
所定単位数の 92/1000 加算 

（２）介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 
所定単位数の 90/1000 加算 

（３）介護職員等処遇改善加算

（Ⅲ） 
所定単位数の 80/1000 加算 

（４）介護職員等処遇改善加算

（Ⅳ） 
所定単位数の 64/1000 加算 

（５）（一）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（1） 
所定単位数の 81/1000 加算 

（６）（二）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（2） 
所定単位数の 76/1000 加算 

（７）（三）介護職員等処遇改 所定単位数の 79/1000 加算 
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善加算（Ⅴ）（3） 
（８）（四）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（4） 
所定単位数の 74/1000 加算 

（９）（五）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（5） 
所定単位数の 65/1000 加算 

（10）（六）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（6） 
所定単位数の 63/1000 加算 

（11）（七）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（7） 
所定単位数の 56/1000 加算 

（12）（八）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（8） 
所定単位数の 69/1000 加算 

（13）（九）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（9） 
所定単位数の 54/1000 加算 

（14）（十）介護職員等処遇改

善加算（Ⅴ）（10） 
所定単位数の 45/1000 加算 

（15）（十一）介護職員等処遇

改善加算（Ⅴ）（11） 
所定単位数の 53/1000 加算 

（16）（十二）介護職員等処遇

改善加算（Ⅴ）（12） 
所定単位数の 43/1000 加算 

（17）（十三）介護職員等処遇

改善加算（Ⅴ）（13） 
所定単位数の 44/1000 加算 

（18）（十四）介護職員等処遇

改善加算（Ⅴ）（14） 
所定単位数の 33/1000 加算 

注１ イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回と

する。標準的な回数未満の場合、それぞれロ（１）又はロ（２）で算定を行う。 
注２ イ、ロにおいて基準要綱第３７条の２の基準を満たさない場合は、高齢者虐待防

止措置未実施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位

数から減算する。 
注３ イ、ロにおいて基準要綱第２９条の２の基準を満たさない場合は、業務継続計画

未策定減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から

減算する。なお、経過措置として、令和７年３月 ３１ 日までの間、当該減算は適

用しない。 
注４ イ、ロについて、指定介護予防通所介護相当サービス事業所と同一建物に居住す

る者又は指定介護予防通所介護相当サービス事業所と同一建物から当該指定介護

予防通所介護相当サービス事業所に通う者に対し、指定介護予防通所介護相当サ

ービスの提供を行った場合は、次に掲げる区分に応じ、１月につき又は１回につき
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次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。（介護保険法施行規則第１４０条の

６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年３月１５

日厚生労働省告示第７２号）（以下「基準告示」という。）の別表単位数表の通所型

サービス費のイの注９については適用しない。）ただし、傷病により一時的に送迎

が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要であ

ると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、この限りではない。 
  イにおける１月につきの単位数で算定する場合 

要支援１・事業対象者 376 単位減算（１月につき） 
   要支援２・事業対象者 752 単位減算（１月につき） 
  ロにおける１回につきの単位数で算定する場合 
   要支援１・事業対象者 94 単位減算（１回につき） 
   要支援２・事業対象者 94 単位減算（１回につき） 
注５ イ、ロについて、利用者に対して、その居宅と指定介護予防通所介護相当サー

ビス事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき 47 単位（イ（１）を算定

している場合は 1 月につき 376 単位を、イ（２）を算定している場合は 1 月につ

き 752 単位を限度とする。）を所定単位数から減算する。ただし、注 4 を算定して

いる場合は、この限りでない。 
注６ ワについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改

善等を実施しているものとして、市長に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った通所介護相当サービス事業所が、利用者に対し、通所介護相当サービス

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、ワ（１）からワ（４）に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。ただし、ワ（５）からワ（１８）に掲げるいずれか

の加算を算定している場合において、ワ（５）からワ（１８）に掲げるその他の加

算は算定しない。 
注７ ワについて、令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に

適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、市長に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った通所介護サービス事業所（注６の加算を

算定しているものを除く。）が、利用者に対し、通所介護相当サービスを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、ワ（５）からワ（１８）に掲げる所定単位数

に加算する。ただし、ワ（５）からワ（１８）に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、ワ（５）からワ（１８）に掲げるその他の加算は算定しな

い。 
共 生 型 介

護 予 防 通

所 サ ー ビ

ス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援１ 
事業対象者 

指定生活介護事業所が行う場

合 
1,672 単位（１月につき） 
指定自立訓練事業所が行う場
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合 
1,708 単位（１月につき） 
指定児童発達支援事業所が行

う場合・指定放課後等デイサー

ビス事業所が行う場合 
1,618 単位（１月につき） 

イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援２ 
事業対象者 

指定生活介護事業所が行う場

合 
3,368 単位（１月につき） 
指定自立訓練事業所が行う場

合 
3,440 単位（１月につき） 
指定児童発達支援事業所が行

う場合・指定放課後等デイサー

ビス事業所が行う場合 
3,259 単位（１月につき） 

ロ（１）１月当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援１ 
事業対象者 

指定生活介護事業所が行う場

合 
405 単位（１回につき） 
指定自立訓練事業所が行う場

合 
414 単位（１回につき） 
指定児童発達支援事業所が行

う場合・指定放課後等デイサー

ビス事業所が行う場合 
392 単位（１回につき） 

ロ（２）１月当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援２ 
事業対象者 

指定生活介護事業所が行う場

合 
416 単位（１回につき） 
指定自立訓練事業所が行う場

合 
425 単位（１回につき） 
指定児童発達支援事業所が行

う場合・指定放課後等デイサー

ビス事業所が行う場合 
402 単位（１回につき） 
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ハ 生活機能向上グループ活動加算 対象者，単位数については、介護予防通所介護相

当サービスのハからワのとおり ニ 若年性認知症利用者受入加算 
ホ 栄養アセスメント加算 
へ 栄養改善加算 
ト 口腔機能向上加算 
チ 一体的サービス提供加算 
リ サービス提供体制強化加算 
ヌ 生活機能向上連携加算 

ル 口腔・栄養スクリーニング加算 
ヲ 科学的介護推進体制加算 
ワ 介護職員等処遇改善加算 
注 1 イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回と

する。標準的な回数未満の場合、それぞれロ（１）又はロ（２）で算定を行う。 
注２ イ、ロにおいて基準要綱第３７条の２の基準を満たさない場合は、高齢者虐待防

止措置未実施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位

数から減算する。 
注３ イ、ロにおいて基準要綱第２９条の２の基準を満たさない場合は、業務継続計画

未策定減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から

減算する。なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適

用しない。 
注４ イ、ロについて、基準告示の別表単位数表の通所型サービス費のイの注９につい

ては適用しない。 
通 所 型 基

準 緩 和 サ

ービス 

イ（１）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援１ 
事業対象者 

1,355 単位（１月につき） 

イ（２）１週当たりの標準的な回数

を定める場合 
要支援２ 
事業対象者 

2,781 単位（１月につき） 

ロ（１）１月当たりの回数を定める

場合 
要支援１ 
事業対象者 

339 単位（１回につき） 

ロ（２）１月当たりの回数を定める

場合 
要支援２ 
事業対象者 

348 単位（１回につき） 

注 1 イにおける標準的な回数は（１）の場合は 1 月 4 回、（２）の場合は 1 月 8 回と

する。標準的な回数未満の場合、それぞれロ（１）又はロ（２）で算定を行う。 
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第１号様式（第６条関係） 
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別添１（第６条関係） 
事業対象者に該当する基準 
①第１号様式の質問項目 No.1～20 までの 
20 項目のうち 10 項目以上に該当 

複数の項目に支障 

②第１号様式の質問項目 No.6～10 までの 
5 項目のうち 3 項目以上に該当 

運動機能の低下 

③第１号様式の質問項目 No.11～12 までの 
2 項目全てに該当 

低栄養状態 

④第１号様式の質問項目 No.13～15 までの 
3 項目のうち 2 項目以上に該当 

口腔機能の低下 

⑤第１号様式の質問項目 No.16 に該当 閉じこもり 
⑥第１号様式の質問項目 No.18～20 までの 
3 項目のうちいずれか 1 項目以上に該当 

認知機能の低下 

⑦第１号様式の質問項目 No.21～25 までの 
5 項目のうち 2 項目以上に該当 

うつ病の可能性 

（注） 
１ この表における該当（No.12 を除く。）とは，第１号様式の回答部分に「1.はい」又は

「1.いいえ」に該当することをいう。 
２ この表における該当（No.12 に限る。）とは，ＢＭＩ＝体重（kg）÷身長（m）÷身長

（m）が 18.5 未満の場合をいう。 
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第２号様式（第１６条関係） 
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第３号様式（第１６条関係） 
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第４号様式（第１６条関係） 
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第５号様式（第１６条関係） 
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第６号様式（第１６条関係） 
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第７号様式（第１６条関係） 
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第８号様式（第１７条関係） 
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第９号様式（第１７条関係） 
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別表２ 

 
 
 
 
 
 

サービスの種類 提出書類

１　手数料領収証書等の写し（基準緩和サービスおいては不要）

２　申請者の法人登記事項証明書又は条例等

３　事業所又は施設の位置図

４　事業所又は施設の平面図

５　運営規程

６　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

７　従業者の資格を証する書類

８　事業所の（建物）登記事項証明書等

９　誓約書

１０　申請する事業等に係る記載事項

１１　体制等届出書（基準緩和サービスおいては不要）

１２　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

１３　サービス提供責任者（訪問型基準緩和サービスにおいては
　　　訪問事業責任者）の経歴書

１３　事業所の求積図

１４　事業所の設備等に係る項目一覧表

１５　消防用設備等検査済証の写し

１６　建築確認申請書・検査済証の写し

１７　事業所の敷地（土地）の登記事項証明書及び公図

１　手数料領収証書等の写し（基準緩和サービスおいては不要）

２　従業者の資格を証する書類

３　誓約書

４　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

　（変更が有った場合）
５　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

６　体制等届出書（基準緩和サービスおいては不要）

第
１
号

介護予防訪問介護
相当サービス・
訪問型基準緩和

サービス

介護予防通所介護
相当サービス・通
所型基準緩和サー

ビス

第
２

号
各サービス共通

各サービス共通


